
貸 借 対 照 表

令和２年　３月３１日
学校法人　ＡＯＩ国際学院

(単位　円)

資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定資産 401,132,848 426,880,824  △ 25,747,976

    有形 固定 資産 394,058,191 412,485,510  △ 18,427,319

        土          地 8,202,000 8,202,000 0

        建          物 274,232,315 281,228,694  △ 6,996,379

　　　　建物付属設備 93,934,958 101,169,784  △ 7,234,826

        構    築    物 3,550,447 3,660,903  △ 110,456

        教育研究用機器備品 14,138,470 18,224,127  △ 4,085,657

        車          両 1 1 0

　　　　一括償却資産 0 1  △ 1

    特  定  資  産 0 0 0

    その他の固定資産 7,074,657 14,395,314  △ 7,320,657

        長 期 貸 付 金 0 240,000  △ 240,000

　　　　敷金 0 16,000  △ 16,000

　　　　入会金 10,000 10,000 0

創業費その他 7,064,657 14,129,314  △ 7,064,657

流動資産 60,873,072 41,812,912 19,060,160

        現  金  預  金 36,047,229 15,885,982 20,161,247

        未  収  入  金 24,771,001 25,826,251  △ 1,055,250

        短 期 貸 付 金 25,000 50,000  △ 25,000

        仮    払    金 29,842 50,679  △ 20,837

資産の部合計 462,005,920 468,693,736  △ 6,687,816

負 債 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

固定負債 0 0 0

流動負債 26,336,741 32,462,726  △ 6,125,985

        短 期 借 入 金 5,000,000 15,000,000  △ 10,000,000

        未    払    金 316,889 2,003,695  △ 1,686,806

        前    受    金 19,794,750 14,706,000 5,088,750

        預    り    金 1,175,102 153,031 1,022,071

        仮    受    金 50,000 600,000  △ 550,000

負債の部合計 26,336,741 32,462,726  △ 6,125,985

純 資 産 の 部

科              目 本 年 度 末 前 年 度 末 増       減

基本金 561,235,778 558,634,000 2,601,778

　　　　第１号　基本金 554,235,778 551,634,000 2,601,778

　　　　第４号　基本金 7,000,000 7,000,000 0

繰越収支差額  △ 125,566,599  △ 122,402,990  △ 3,163,609

　　　　翌年度繰越収支差額  △ 125,566,599  △ 122,402,990  △ 3,163,609

純資産の部合計 435,669,179 436,231,010  △ 561,831

負債及び純資産の部合計 462,005,920 468,693,736  △ 6,687,816
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注記

１．重要な会計方針１．重要な会計方針

(1) 引当金の計上基準引当金の計上基準

引当金を計上していないため、 記載する事項は無し。引当金を計上していないため、 記載する事項は無し。引当金を計上していないため、 記載する事項は無し。引当金を計上していないため、 記載する事項は無し。引当金を計上していないため、 記載する事項は無し。

２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等２．重要な会計方針 の変更等

学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。学校法人会計基準 に基づき、過年度に取得した教研用機器備品 の減価償却 の方法を定率法から定額法へ変更した。

その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。その結果、減価償却費 が1,238,627 円減少し、翌年度繰越収支差額 は当該額が増加した。

３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額３．減価償却額 の累計額の合計額

80,573,403 円80,573,403 円

４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額４．徴収不能引当金 の合計額

0円

５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額５．担保に供されている資産の種類及び額

該当するものは 無し。該当するものは 無し。

６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額６．翌年度以後 の会計年度 において基本金への組入れを行うこととなる 金額

該当する金額無し。該当する金額無し。

７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策７．当該会計年度 の末日において 第４号基本金 に相当する資金を有していない場合のその旨と対策

第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。第4号基本金 に相当する資金を有しており、 該当しない。

８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項８．その他財政及び経営の状況を正確に判断するために 必要な事項

特に記載する事項は無し。特に記載する事項は無し。特に記載する事項は無し。
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